第5章 韓国
  韓国経済はここ20年にわたって目覚しい発展を遂げてきた。例えば、1969～96年の間に、実質GDPは、何年かの例外（1980～81年、1985年、1989年、1992～93年）を除いて、毎年7％を超える成長率で成長してきた（表5.1）。その結果、一人あたり実質GDPは1996年には1981年のほぼ3倍となった。同様に、米ドル表示や国際ドル表示の一人あたり名目GDPも1996年には1981年のほぼ5倍となった。そのうえ、乳児死亡者数や非識字率の低下と出生時平均余命や就学率の上昇が示しているように、韓国の生活水準はここ20年間でかなり高い水準に到達した。このように韓国経済は基本的にすばらしい成果をあげてきたが、1980～81年には大きな景気の下降局面を経験した。これは、一つには第二次石油危機の影響であり、もう一つには朴大統領の暗殺に伴う政治的混乱の影響であった。その後は、1985年、1989年、1992～93年に景気は多少減速をしたものの韓国経済は順調な発展を遂げてきた。しかし、1997年に起こったアジア金融危機のあと、韓国経済は深刻な不況に突入した。
  1997年の金融危機は韓国経済にとって大きな転機となった。韓国はすでに経済開発機構（OECD）に加盟し、国際通貨基金（IMF）によって先進国に分類されていた。このような国際社会での地位の向上や保有資産の増加、生活水準の上昇により、多くの韓国の人々は次第に経済に対する自信を深めていた。したがって、1997年末に、資産価格の急落、為替レートの大幅な下落、外貨準備の急減によりIMFに援助を頼ることになった時のショックは大きなものであった。現在の韓国経済の深刻さは、1997年にソウル株式市場が40％を超える価値を失ったことや、1998年に1997年と比べて為替レート（期中平均）がほぼ50％にまで下落したことからも明らかであろう（表5.1）。IMFは韓国に大きな構造改革、とくに労働市場と財閥（チェボル）に関する政策の変更を求めた。金融危機により、1998年の経済成長率は、-7から-5.2％の間であると予測されている（表1.1と1.2）。1999年の経済成長率の予測も-1から+1％の範囲にあり、まだ明るさは見えないようである。しかし1998年、とくにその後半には、株式市場や為替レートが回復しつつあり、景気は底を打ったとの観測も流れている。
  一人あたり名目GDP（米ドル表示）は、第1章で述べたように、アジア金融危機によって韓国が現在置かれている困難な状況を示す適切な指標であるとは言えないが、1996年の10,639ドルから1998年の6,450 ドル（これはほぼ1991年の水準にあたる）への急激な落ち込みはやはり印象的である（表5.1）。もちろん、1998年後半に為替レートはいくらか回復したので、もしこの水準が維持されるならば、多くの問題は残されているものの、1999年には一人あたり名目GDP（米ドル表示）はかなり回復すると考えられる。重要な問題のひとつは、最近の失業率の急激な上昇である。失業率は、1997年11月の2.6％から1998年11月には7.3％に上昇している（労働部、プレスリリース、1999年12月23日）。これは倒産の増加と、財閥や金融部門における人員削減の影響であると考えられる。
  以上のように、現在韓国経済は様々な困難に直面しているものの、1998年の韓国経済が1979年または1989年の経済と比較して、大きく変化したことは間違いない。ここ20年間で起こった産業構造の大きな変化はその好例である。1979年において、農業は就業者ベースで3分の1以上、生産ベースで5分の1弱の割合を占めていたが、1997年にはそれぞれ12％と6％に低下した。製造業の割合は1979年までにすでにかなり高い水準にあり、就業者ベースで23％、生産ベースで29％であったが、これらの水準は1990年頃まではいくらか上昇してきたものの、それ以降は低下傾向にある。一方でその他産業の割合は就業者ベースでも生産ベースでもより急速に増加している。特に建設業と金融業（生産ベース）の増加が著しい。GDPの支出面では、経済の構造はより安定している。民間最終消費支出の割合は他の項目に比べて低下傾向にあるが、総固定資本形成（その大半は民間のものである）の割合は上昇傾向にある。 一方、政府最終消費支出の割合は比較的一定であった。輸出と輸入の割合はより変動する傾向にあるが、ここ20年間に明白な傾向はみられない。ただし、成長が減速すると貿易の割合は上昇する傾向があるようである。
  表5.1の伝統的な指標から判断すると、韓国は一般的に良好なマクロ経済政策を実施してきたと考えられる。1979～81年に石油価格の上昇と農産物の不作、社会不安などにより、高いインフレ率を経験したものの、それ以降インフレ率は1990～91年を除くと7％を超えることはなかった。1990～91年にインフレ率がほぼ年率10％になった大きな理由は韓国の強力な労働組合による賃上げ要求であった。この時期、労働法の改正と政治的な自由化により、労働組合はより自由に自らの要求を追求することが許されるようになり、非常に闘争的であった。しかし、それ以外の時期においては、物価や、マネーサプライ（M1）の対GDP比は安定しており、財政収支も近年は黒字を計上する傾向にあり、韓国政府は一般的に安定的なマクロ経済環境を維持することに成功してきたと考えられる。もっとも、振り返ってみると1992年からマネーサプライ（M2）の対GDP比は急速に上昇しており、1997年と1998年の経済的な困難が示唆されている。マネーサプライの対GDP比の上昇は健全な金融市場の発展を示しているとも解釈できるが、現在では信用量の増大の多くは不良債権化し、そのことが1997年と1998年の経済的な困難の大きな要因となっていると考えられている。GDPに占める建設業と金融業の割合の上昇も同様に解釈できる。建設業の割合の上昇は持続不可能な市場の熱狂の結果であり、金融業の割合の上昇は部分的には金融部門の過剰な拡大の結果であると考えられる。
  通貨・金融危機により、政府は1997年終わりにIMFに援助を求めることを余儀なくされた。このことは、新大統領に金大中氏が選ばれたこともあり、重要な政策変更をもたらしている。第一に、銀行・その他金融機関が不良債権を公開し、より慎重に貸出をするよう規制を導入する努力がなされている。第二に、非常に硬直的であるとみられている韓国の労働市場をより柔軟にする努力がなされている。言うまでもなく、労働組合はこれらの努力に対していくつかの点で反対しており、闘争的な行動を起こす可能性がある。このことは、政府の構造改革を制約する潜在的な要因となっている。現在の高い失業率が継続すれば、労働組合の抵抗はより深刻なものとなると考えられる。第三に、韓国の財閥の力を抑制する努力がなされている。
  表5.1には明示されていないが、韓国では財閥が非常に大きな影響力を持っている。例えば、Asia-Pacific Infoserv. Inc. （1998）によると、1997年の上位30の財閥の売上高は合計で441兆ウォン、その内上位4財閥（現代、サムソン、大宇、ＬＧ）の売上高は合計で277兆ウォンであった。GDPの総生産高（GDPと中間投入の合計）に占める割合が1996年と同じ47％（韓国銀行ウェブ・サイトによる）であると仮定すると、1997年の総生産高は896兆ウォンとなる。つまり、1997年において、韓国の総生産高の半分は上位30の財閥によって占められ、30％強が上位4財閥で占められていると考えられる。より重要な事実は、これらの財閥が韓国の負債の非常に大きな割合を占めていることである。Asia-Pacific Infoserv. Inc. （1998）によると、財閥上位30の負債・自己資本比率は519％、約392兆ウォンである。このような大きな債務負担のために、韓宝、三美、起亜、ヘテ、漢拏など多くの財閥が倒産した。最近では大財閥も事業活動の統合の努力を始めている。例えば、サムソンは大宇電子を吸収しより電子産業に集中し、引き替えに大宇はサムソン自動車を吸収しより自動車産業に集中することを計画している。他の例では、現代電子とＬＧ半導体の合併などが挙げられる。しかし、財閥はやはりＩＭＦや韓国政府が要求している重要な構造改革のいくつかの足を引っ張る存在である。したがって、これら財閥も労働組合と同様に韓国の経済構造改革の潜在的な障害であると考えられる。
  表5.2をみると、韓国は一般的にここ20年間、経常収支赤字の傾向にあった。1979～81年には経常収支赤字はかなり大きく、GDPの6％を超えていた。しかし、それ以降は徐々に赤字幅は縮小し、1986～89年には経常収支黒字を計上した。この転換は多くの要因によるものであるが、1980年代始めに導入された一連の漸進的な改革が韓国経済を開放し、韓国産業をより競争的にしたことが重要であると考えられる。また、1985年秋以降の円高は、日本と比較したときの韓国の輸出競争力を大きく高めたと考えられる。対外債務の傾向は経常収支の傾向を数年のラグをもって反映している。対外債務のGDP比は1986年に59％まで上昇した後、1989～93年に20％以下に低下し、1995～96年に23～24％に上昇した。したがって、通貨・金融危機が起こる前に、韓国の対外債務が異常に大きかったとは考えられない。そのうえ、典型的な外貨準備高の適切さの指標である、外貨準備の月次輸入比も極端に低かったとは考えられない。
  一方で、潜在的な危険を警告する明らかな指標も存在した。一つは、短期債務の急激な増加である。短期債務は1993～96年に2倍以上になっており、1996年には54億米ドルに達している。もう一つは、近年、資本市場取引が自由化されるに伴い、対内証券投資が急激に増加したことである。このことは流動性の高い投資資金の量が多くなったことを意味している。1990年代に外貨準備の対内証券投資累計額比が急激に低下したことに示されているように、これらの資金は投資家の信頼が傷つけられるとその国から流出しやすい傾向がある。経常収支の金融面にはその他に2つ注意すべき点がある。第一に、1980年代終わりと1990年代中頃に対外直接投資が急速に増加した。その結果、韓国企業は多くの国外の産業（例えば、東南アジアの履物産業や東南アジア・北米の電子産業）の重要な生産者となった。第二に、韓国での外国企業の活動に対する制約が徐々に緩和されるに伴い、対内直接投資もまたこの期間に急速に増加した。
  表5.2の貿易取引をみると、輸出の相手国は現在6つの主要なグループ（日本、米国、欧州9ヵ国、香港・シンガポール、アセアン5ヵ国、中国）に分散しており、それぞれ1997年の輸出総額の10～16％を占めている。1986～89年には米国が最大の輸出相手国であり、先進国経済（米国、日本、欧州9ヵ国）で輸出総額の約60％を占めていたので、輸出構造は大きく変化したと言えるであろう。輸入については一貫して日本が大きな輸入先であり、米国、欧州9ヵ国がそれに続く。しかし、近年、日本の割合が低下する一方で、中国の割合が上昇している。
  前述の就業者ベースと生産ベースで観察された産業構造の変化の傾向と同様に、輸出総額に占める農業の割合は過去20年間に著しく低下した。また、製造業での3つのカテゴリーの合計はこの間ずっと高く、88～94％を占めていた。しかし、製造業内の構造は大きく変化しており、機械製品の割合は1979～80年に約5分の1であったが、1995～97年には半分以上に上昇した。一方、繊維、アパレル、履物、玩具などのような軽工業品の割合は1979～81年にほぼ3分の2であったものが、1995～97年までには3分の1以下に低下した。輸入の構造は多様化しているものの、機械製品とその他製品の割合が同様に高い傾向がある。鉱物性燃料の割合もまた、1980年代始めには石油価格の高騰のため高かったが、以後は顕著に低下した。
  最後に、表5.3は近年の韓国と日本との関係を示しているが、多くの興味深い点がある。第一に、日本は貿易収支の大きな黒字のために、経常収支も黒字を計上している。この黒字はしばしば韓国の世界全体に対する赤字よりも大きく、2国間で問題となっている。第二に、韓国の日本に対する貿易構造は、韓国の世界に対する貿易構造ととてもよく似ている。つまり、機械製品が輸出の半分を占め、それに続くその他製品の2つで輸入の半分を占めている。第三に、日本は伝統的に韓国の主要な投資国であり、1995年と1996年の韓国における証券投資の多くを占めている。しかし、日本の投資家は、1997年には韓国からかなりの証券投資を引き出している。第四に、日本の韓国への直接投資の増加は近年、韓国全体が経験した直接投資の急増に比べると緩やかであった。第五に、韓国の日本への直接・証券投資は、日本の韓国への投資に比べるといくぶん小さいけれども活発であった。第六に、その他投資は日本向け・韓国向け両方ともに活発であり、2国間の金融的な結び付きの強さを示唆していると考えられる。
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